
市
の
予
算
は
「
一
般
会
計
」「
特
別

会
計
」「
公
営
企
業
会
計
」の
３
種
類

に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

●
一
般
会
計

市
の
運
営
の
中
心
と

な
る
会
計

●
特
別
会
計

保
険
料
や
使
用
料
な

ど
、
そ
の
事
業
内
で
の
独
自
の
収
入

が
あ
る
も
の
に
係
る
会
計

●
公
営
企
業
会
計

自
治
体
が
公
共

の
利
益
を
目
的
と
し
て
経
営
す
る

「
企
業
」に
係
る
会
計

※
安
城
市
で
は
、
水
道
事
業

が
該
当
。
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★
用
語
解
説

陰
自
主
的
な
収
入

隠
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
割

り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
収
入

韻
市
民
が
納
め
る
市
の
税
金

吋
翌
年
度
へ
繰
り
越
す「
決
算
上
の

繰
越
金
」

右
基
金
や
特
別
会
計
な
ど
、
一
般
会

計
以
外
か
ら
繰
り
入
れ
た
も
の

宇
ほ
か
の
ど
の
歳
入
科
目
に
も
含
ま

れ
な
い
収
入
を
ま
と
め
た
も
の

烏
行
政
財
産
や
公
の
施
設
の
使
用
・

利
用
の
対
価
と
し
て
、
そ
の
使
用

者
・
利
用
者
が
支
払
う
も
の（
市

営
住
宅
の
家
賃
、
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン

タ
ー
の
使
用
料
な
ど
）

羽
特
定
の
事
業
の
財
源
と
し
て
、
そ

の
事
業
で
利
益
を
受
け
る
人
か
ら

徴
収
す
る
も
の（
保
育
園
の
保
育

料
な
ど
）

迂
雨
事
業
に
対
し
て
、
国
や
県
が
交

付
す
る
も
の

卯
市
民
が
納
め
た
消
費
税
の
一
部
を

財
源
と
し
て
、
県
が
交
付
す
る
も
の

鵜
一
時
的
に
多
額
の
費
用
が
か
か
る

事
業（
都
市
整
備
や
施
設
建
設
）を

実
施
す
る
た
め
に
、
市
が
国
や
金

融
機
関
な
ど
か
ら
長
期
に
わ
た
り

借
り
入
れ
す
る
も
の

歳出（５６０億５４２７万円）
１７７億８８８３万円民生費
１０５億９７４４万円土木費
７７億９９８０万円教育費
６６億２５９４万円衛生費
５５億７４６７万円総務費
３１億９５０９万円公債費
１８億３７８７万円消防費
１２億８２４３万円農林水産業費
６億８２４８万円商工費
６億６９７２万円その他

市
の
財
政
の
収
支
状
況
「
平
成

年
度
決
算
報
告
」「
新
地
方
公
会
計
制
度
に
よ
る
財
務
書
類
」

２２

「
健
全
化
判
断
比
率
」「
資
金
不
足
比
率
」「
平
成

年
度
上
半
期
予
算
執
行
状
況
」
を
お
知
ら
せ
し

２３

ま
す
。

歳入（６０１億２３８６万円）
１１４億３６９７万円個人

市民税

韻市税

陰
自
主
財
源

３４億４７２２万円法人
１４８億８４１９万円計
１６４億８３４３万円固定資産税
３６億２０３３万円その他

３４９億８７９５万円計
３５億９５９５万円吋繰越金
２９億１２８０万円右繰入金
２５億８２２２万円宇諸収入
１０億５５１３万円烏使用料及び手数料
７億５１９４万円羽分担金及び負担金
４億３７９１万円その他の自主財源
６２億９３８８万円迂国庫支出金

隠
依
存
財
源

２８億３７２９万円雨県支出金
１９億１４４７万円卯地方消費税交付金
１１億９７００万円鵜市債
１５億５７３２万円その他の依存財源

赤ちゃん訪問事赤ちゃん訪問事業業

■問 ▼財政課（緯〈７１〉２２１０）
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特別会計
歳出歳入会計名（事業）

１２９億６６８３万円１３３億３７７８万円国民健康保険
１５０万円２０６万円土地取得

１億７４２３万円４億５１５４万円有料駐車場
４５億４９０２万円４５億４９８１万円下水道

５６２万円５６２万円老人保健
８億２９４２万円９億２０５１万円北部土地

区画
整理 ２０億０８７１万円２０億２０９１万円桜井駅周辺特定

４６４３万円４６４３万円農業集落排水
６４億６２９７万円６４億６３２４万円介護保険
１２億４２５２万円１２億４７９６万円後期高齢者医療

２８２億８７２５万円２９０億４５８６万円計

市民一人当たりの財政状況
６万３０８２円個人市民税
３０万９１７６円一般会計で使われたお金
１２万１３１９円貯金（一般会計基金現在高）
１１万３７０６円借金（一般会計市債現在高）

市民一人当たりの歳出
９万８１１７円民生費
５万８４５２円土木費
４万３０２１円教育費
３万６５４６円衛生費
３万０７４８円総務費
１万７６２３円公債費
１万０１３７円消防費

７０７４円農林水産業費
３７６４円商工費
３６９４円その他

都市計画税の使い道
都市計画税か
らの充当金額

事業費のうち
一般財源事業費事業内容事業名称

１３００万円２６５４万円１億０４６２万円荒曽根公園・池浦西公園・桜井区画整理内公園
整備事業公園整備事業

１億０８２０万円２億１９２８万円１３億７２８６万円今本西・二本木・桜井東・姫小川・北部区画・
桜井区画・南明治区画工区面整備事業など下水道事業

７億２３３０万円１４億６５８６万円４１億７５８６万円安城北部・安城桜井駅周辺特定・安城南明治第
一・第二土地区画整理事業市街地開発事業

１３億７７９４万円２７億９１５８万円２７億９１５８万円公債費（都市計画事業分）公債費
２２億２２４４万円４５億０３２６万円８４億４４９２万円計

入湯税の使い道
入湯税からの
充当金額

事業費のうち
一般財源事業費事業内容事業名称

４４万円６９３０万円６９３０万円観光協会支援事業など観光振興事業

公営企業会計（水道事業）
支出収入区分

２８億２７９４万円３０億８３９４万円収益的収支

１５億４８５９万円４億４９１６万円資本的収支

収益的収支 ▼公営企業の経営活動により
発生する収入支出
資本的収支 ▼施設を建設・整備するため
の収入支出

３月３１日現在の
人口１８万１３０２人
で算出

財政分析指標でみる安城市
財政力指数 １．１０（平成２３年度単年度）

財政力を示す指標。「１」を超えるほど財政力が強い。
経常収支比率 ７７．４％

財政構造の弾力性を示す指標。より低い方が望ましい。
公債費比率 ３．７％

公債費の財政負担状況を示す指標。１０％を超えないこと
が望ましい。



国
が
進
め
る
公
会
計
制
度
改
革
に

基
づ
き
、
企
業
会
計
の
よ
う
に
発
生

主
義
や
複
式
簿
記
の
考
え
方
を
導
入

し
た
平
成

年
度
決
算
版
の
４
つ
の

２２

財
務
書
類
（
貸
借
対
照
表
、
行
政
コ

ス
ト
計
算
書
、
純
資
産
変
動
計
算
書
、

資
金
収
支
計
算
書
）
を
連
結
ベ
ー
ス

で
作
成
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
出
資
団
体
な
ど
を

含
め
た
市
全
体
の
財
務
状
況
を
把
握

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

本
市
の
純
資
産
比
率
（
資
産
合
計

に
占
め
る
純
資
産
の
割
合
）
は

％
８８

で
、
資
産
に
対
す
る
将
来
世
代
の
負

担
は
低
く
抑
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

今
後
も
、
未
来
の
子
ど
も
た
ち
へ

の
負
担
を
極
力
抑
え
、
持
続
可
能
な

安
定
性
の
あ
る
財
政
運
営
に
努
め
て

い
き
ま
す
。

（
注
）連
結
の
範
囲

市
の
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
水

道
事
業
会
計
に
、
関
連
団
体
で
あ
る

衣
浦
東
部
広
域
連
合
（
消
防
）
、
土
地

開
発
公
社
、
安
城
都
市
農
業
振
興
協

会
（
デ
ン
パ
ー
ク
）
、
三
河
安
城
駐
車

場
㈱
、
社
会
福
祉
協
議
会
を
連
結
し

て
い
ま
す
。

■
財
務
書
類
の
見
方

財
務
書
類
は
、
ス
ト
ッ
ク
（
財
産

残
高
）
を
表
す
「
①
連
結
貸
借
対
照
表

（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）
」
と
、
フ
ロ
ー

（
資
金
や
資
産
な
ど
の
増
減
）
を
表
す

「
②
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」、「
③

連
結
純
資
産
変
動
計
算
書
」
、「
④
連

結
資
金
収
支
計
算
書
」
の
４
つ
で
構

成
し
て
い
ま
す
。

表
中
の
（
※
）
は
、
市
民
一
人
当
た

り
に
換
算
し
た
金
額
で
す
。
ま
た
、

金
額
は
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て

い
る
た
め
、
積
み
上
げ
合
計
と
一
致

し
な
い
と
こ
ろ
が
あ
り
ま
す
。

①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス
シ

ー
ト
）

市
に
ど
れ
だ
け
の
財
産
が
あ
る
か
、

そ
の
内
訳
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
を

表
し
て
い
ま
す
。

本
市
の
資
産
は
５
３
７
９
億
円
、

負
債
は

億
円
。
資
産
か
ら
負
債
を

６６２

差
し
引
い
た
純
資
産
が
約
４
７
１
７

億
円
で
あ
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

②
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

一
年
間
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
、
ど

の
よ
う
な
形
で
ど
れ
だ
け
実
施
し
た

か
を
表
し
て
い
ま
す
。

行
政
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
っ
た
費
用

広報あんじょう 2011.12.1 俄

①連結貸借対照表（バランスシート） 平成２３年３月３１日現在

負債（イ）６６２億６千万円（※）３７万円／人資産（ア）５３７９億７千万円（※）２９７万円／人
資産を形成するために拠出した金額のうち、借入金
などこれからの世代の負担として残っている金額

市が保有している財産で、平成２３年度以降の行政
サービスに投入・提供できる金額

４８３億２千万円市債３９６億７千万円金融資産
９億７千万円借入金５８億６千万円茅資金

１０１億４千万円退職給付引当金２６０億４千万円基金・積立金

６８億３千万円その他（民間病院移転新築
事業補助金など）

４０億６千万円未収金（税金など）
３７億円その他（定期預金など）

純資産（ア－イ）４７１７億円萱

（※）２６０万円／人
資産を形成するために拠出した金額のうち、これま
での世代がすでに負担した金額で、将来返済する必
要がないもの

１２５７億円事業用資産
市役所、学校、デンパーク、福祉センターなどの土
地・建物・設備や、物品などの価値

３７２６億円インフラ資産
道路・水路、上下水道、ごみ処理施設、公園の土
地・設備などの価値

市民一人当たりの資産・負債の額と純資産比率
増減平成２１年度末平成２２年度末区分

△３万１０００円（△１．０％）２９９万８０００円２９６万７０００円市民一人当たり資産額
△３万１０００円（△７．８％）３９万６０００円３６万５０００円市民一人当たり負債額

＋０．９％８６．８％８７．７％純資産比率
※純資産比率＝純資産（ア－イ）÷資産（ア）
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（
行
政
コ
ス
ト
）に
は
、
ヒ
ト
・
モ
ノ
・

サ
ー
ビ
ス
の
ほ
か
、
民
間
な
ど
へ
の

補
助
が
あ
り
ま
す
。
そ
し
て
行
政
コ

ス
ト
か
ら
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
が
負

担
す
る
使
用
料
・
手
数
料
な
ど（
施

設
使
用
料
や
水
道
料
金
、
証
明
書
発

行
に
か
か
る
手
数
料
な
ど
）を
差
し

引
い
た
も
の
が
、
純
行
政
コ
ス
ト
で

す
。
こ
れ
は
、
市
が
一
年
間
で
皆
さ

ん
に
提
供
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
か

か
っ
た
実
際
の
金
額
と
な
り
ま
す
。

③
連
結
純
資
産
変
動
計
算
書

①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
）の
純
資
産
萱
が
、
一
年
間

で
ど
の
よ
う
に
増
減
し
た
か
を
表
し

て
い
ま
す
。

税
金
・
保
険
料
収
入
や
、
国
・
県

か
ら
の
補
助
金
な
ど
に
よ
り
増
加
し
、

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る（
行
政

コ
ス
ト
が
生
じ
る
）こ
と
で
減
少
す

る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

④
連
結
資
金
収
支
計
算
書

①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
）の
資
金
茅
の
増
減
の
内
訳

を
表
し
た
も
の
で
す
。

連
結
資
金
収
支
計
算
書
は
、
従
来

作
成
し
て
い
る「
歳
入
歳
出
決
算
書
」

に
類
似
す
る
も
の
で
、
市
の
活
動
が

現
金
の
動
き
で
把
握
で
き
ま
す
。

②連結行政コスト計算書
平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日

経常費用 ７０２億１千万円
行政サービスに要した費用

１２６億４千万円ヒトにかかるコスト（人件費な
ど）

１１８億９千万円モノにかかるコスト（物件費、
維持補修費、減価償却費など）

８９億１千万円経費（業務委託やサービスにか
かるコスト）

１７億２千万円業務関連費用（利息の支払いな
ど）

１９５億９千万円保険給付など（国保、介護保険
など）

１５４億６千万円民間・市民への補助・扶助など

経常収益 ９０億６千万円粥

行政サービスの利用者が負担する使用料・手数料など

差し引き：純行政コスト
６１１億５千万円粥

■問 ▼財政課（緯〈７１〉２２１０）

④連結資金収支計算書
平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日

平成２１年度末資金残高 ６３億４千万円茅

１２７億９千万円経常的収支（行政サービスの実施により生じる資金収支）
△８２億５千万円資本的収支（固定資産の購入や売却により生じる資金収支）
△５０億２千万円財務的収支（借入や借入返済により生じる資金収支）

平成２２年度末資金残高 ５８億６千万円茅

③連結純資産変動計算書
平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日

平成２１年度末純資産残高 ４６８７億９千万円萱

純資産の増加敢 ７０３億２千万円
純資産を増加させた原因

３８０億円税収
６２億１千万円社会保険料

１５９億１千万円国・県からの補助金
１０２億円国・県以外からの負担金など

純資産の減少柑 ６７４億１千万円
純資産を減少させた原因

６１１億５千万円粥純行政コスト
５３億１千万円インフラ資産の減価償却
９億５千万円資産の除却など
２９億１千万円当期変動額敢－柑

平成２２年度末純資産残高 ４７１７億円萱
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こ
の
比
率
は
、
赤
字
の
額
や
借
入

金
の
額
な
ど
を
も
と
に
、
自
治
体
の

「
財
政
の
健
全
さ
」
を
数
値
と
し
て
表

し
た
も
の
で
す
。

健
全
化
判
断
比
率

一
般
会
計
を
中
心
と
し
て
、
次
の

四
つ
の
比
率
を
計
算
し
ま
す
。

①
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
な
ど
の
赤
字
の
割
合
を

示
す
指
標

資
金
不
足
比
率

公
営
企
業
会
計
の
水
道
事
業
会
計

や
特
別
会
計
の
う
ち
下
水
道
事
業
・

農
業
集
落
排
水
事
業
・
区
画
整
理
事

業
に
つ
い
て
、
会
計
ご
と
に
比
率
を

計
算
。
資
金
不
足
（
赤
字
）の
割
合
を

示
す
指
標
で
す
。

健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健全全全全全全全全全全全全全全全全全全全全化化化化化化化化化化化化化化化化化化化化判判判判判判判判判判判判判判判判判判判判断断断断断断断断断断断断断断断断断断断断比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率健全化判断比率
早期健全化基準安城市指標

１１．６０％－
（△８．２８％）①実質赤字比率

１６．６０％－
（△２０．３２％）②連結実質赤字比率

２５％４．０％③実質公債費比率

３５０％－
（△５６．５％）④将来負担比率

※それぞれの比率は、標準財政規模（全国統一ルールにより
税収をベースに計算した安城市の標準的収入額）に対する
割合です。

※赤字がない比率については、算定されません。ただし、参
考として（ ）内に黒字の比率を表記しました。

すべての指標で基準を大きく下回り、市全体

の財政状況は、極めて健全であると言えます。

しかし、財政を取り巻く状況は依然として

大変厳しく、当面は従来のような税収は期待

できないものと考えられます。このことを十

分認識し、今後も健全な財政運営を維持でき

るように努めていきます。

い
ず
れ
も
、
計
算
し
た
比
率
が
少

な
い
ほ
ど
、
そ
の
自
治
体
の
財
政
は

健
全
な
状
態
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

し
か
し
、
財
政
状
況
が
悪
化
し
、

比
率
が
法
律
で
定
め
ら
れ
た
基
準

（
早
期
健
全
化
基
準
・
財
政
再
生
基

準
・
経
営
健
全
化
基
準
）
を
超
え
る

と
、
財
政
破
た
ん
を
防
ぐ
た
め
、
改

善
に
向
け
た
取
り
組
み
が
義
務
付
け

ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金不不不不不不不不不不不不不不不不不不不不足足足足足足足足足足足足足足足足足足足足比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比資金不足比率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率
経営健全化基準安城市会計名

２０％－

水道事業会計
下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
安城北部土地区画整理事業特別会計
安城桜井駅周辺
特定土地区画整理事業特別会計
※比率は、各会計の事業の収益に対する割合です。
※いずれの会計も資金不足がないため、数値は算定されません。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

す
べ
て
の
会
計
の
赤
字
の
割
合
を

示
す
指
標

③
実
質
公
債
費
比
率

一
般
会
計
な
ど
が
負
担
す
る
借
入

金
の
返
済
額
な
ど
の
割
合
を
示
す
指

標（
３
年
平
均
）

④
将
来
負
担
比
率

一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
べ

き
借
入
金
の
残
高
な
ど
の
割
合
を
示

す
指
標
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歳入
収入率予算額款別

５９．８％３３３億２４３６万円市税

４６．２％７５億２２８２万円国庫支出金

１２４．１％３２億７９２６万円繰越金

１６．９％３０億７９６４万円県支出金

０．０％３０億２２７９万円繰入金

０．０％２２億１９５０万円市債

３５．４％２２億１７１１万円諸収入

５５．７％１９億円地方消費税
交付金

５２．２％９億５５８８万円使用料及び
手数料

５４．１％２４億４３１９万円その他

５２．８％５９９億６４５５万円計

歳出
支出率予算額款別

３７．７％２０１億４２８１万円民生費

２２．２％１１０億５１２０万円土木費

３９．６％７６億９３６２万円教育費

２５．９％６６億６３１１万円衛生費

３１．８％５６億５９２６万円総務費

５３．１％３０億５０８８万円公債費

３９．２％２１億３５００万円消防費

３４．３％１５億５９９８万円農林水産業費

５１．５％８億３９１６万円商工費

３３．３％５億２５３１万円労働費

５１．３％５億１８０５万円議会費

０．０％１億２６１７万円その他

３４．２％５９９億６４５５万円計

特別会計
支出済額収入済額予算額会計名（事業）

６０億９６５９万円４９億８２４４万円１３２億３９９０万円国民健康保険
０円５８万円５００万円土地取得

４１３４万円３億８６２９万円２億２５００万円有料駐車場
１６億０１７３万円５億１７１５万円４８億６６００万円下水道
１億９１９６万円３億７５０２万円５億２９４８万円北部土地

区画
整理 １０億５８８４万円６９３０万円２７億０６８８万円桜井駅周辺特定

２１８３万円７４５万円６０００万円農業集落排水
２７億９１１４万円２５億２４２０万円７１億７３０５万円介護保険
２億５２３８万円５億０４３２万円１２億８８４４万円後期高齢者医療

１２０億５５８１万円９３億６６７５万円３００億９３７５万円計

公営企業会計（水道事業）
執行済額予算額区分

１５億０５２７万円２９億５２００万円収益的収入
８億２２７９万円２８億８５００万円収益的支出

７９９４万円３億７８００万円資本的収入
８億１３８７万円２１億９２００万円資本的支出

市債の現在高
１９１億６５１６万円一般会計
２４９億５２９１万円特別会計

１９億７９９５万円公営企業
会計

４６０億９８０２万円計

市有財産
２４６万６７７０釈土地
５１万８２０６釈建物
４８万２１００釈山林

５４８７弱立木
３２７０万円有価証券

２６２億８２８３万円基金

９
月

日
現
在
の
予
算
執
行
状
況

３０

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

９月３０日現在の人口
１８万１７４０人

９月３０日現在の世帯数
６万８５５６世帯

１人当たりの市税
１０万９７１３円

１世帯当たりの市税
２９万０８４５円

■問 ▼財政課（緯〈７１〉２２１０）


